
 - 1 - 

平成３０年労第３８１号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭料

（両給付を併せ、以下「遺族補償給付等」という。）の支給に関する処分を取り消

すとの裁決を求めることにある。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人の亡夫Ａ（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ｂ所在の

Ｃ会社（以下「会社」という。）に雇用され、空調機器の取付工事や電気工事作

業に従事していたが、平成○年○月○日、自宅において自死した。 

２ 請求人が遺族補償給付等を請求したところ、監督署長は、被災者の死亡を業務

上の事由によるものと認め、給付基礎日額を○円として、遺族補償給付等を支給

する旨の処分をした（以下「前回処分」という。）。請求人は、前回処分に係る

給付基礎日額を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）

に審査請求をしたところ、審査官は、平成○年○月○日付けで、前回処分を取り

消す旨の決定をした。 

３ 本件は、監督署長が、審査官による前回処分の取消決定を受けて、遺族補償給

付の年金給付基礎日額を年齢階層別の最高限度額である○円（平成○年○月から

平成○年○月分）、葬祭料の給付基礎日額を○円と算定して、支給する旨の変更

決定処分（以下「本件処分」という。）をしたものの、本件処分を不服として、

同処分の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、審査官に対し審査請求をしたところ、審査官が平成○年○月○日付

けでこれを棄却する旨の決定をしたことから、更にこの決定を不服として本件再

審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 
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１ 請求人 

（略） 

２ 原処分庁 

（略） 

第４ 争  点 

本件処分において、監督署長が算定した遺族補償給付の年金給付基礎日額が○

円、また、葬祭料の給付基礎日額が○円を超えるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

 １ 当審査会の事実認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、平均賃金算定期間における時間外労働時間の認定が過小であるの

で、被災者の労働実態を検討し、正しい労働時間に基づく平均賃金の算定を求

めると主張するものの、当該認定の誤り等について具体的な主張をしておらず、

また、新たな証拠の提出も行っていない。 

（２）そこで、本件処分が妥当であるかを検討すると、本件処分では、平成○年○

月○日から同年○月○日までの本件平均賃金算定期間（以下「本件算定期間」

という。）に係る被災者の労働時間について、以下のとおり推計している。 

  ア 始業時刻について 

（ア）警備会社の入退館情報一覧表に、被災者が警備会社の警報装置を解除し

た時刻が記録されている日は、当該時刻。 

（イ）会社の代表取締役Ｄ（以下「Ｄ」という。）は、スーパーマーケットＥ

（以下「Ｅ」という。）の作業では、被災者の会社への出社時刻は午前○

時○分であり、その後現場に向かったと述べていることから、Ｅで作業す

る日は、午前○時○分。 

（ウ）被災者は、よく遅刻していたという会社関係者からの申述があるものの、

被災者が遅刻した具体的な日時は特定できないことから考慮しないことと

し、上記（ア）及び（イ）に当てはまらない日については、会社関係者か

らの証言を踏まえ、通常の朝の会社での集合時刻である午前○時。（ただ
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し、午前○時以降に警備会社の警報装置が解除されている場合は、当該時

刻。） 

イ 終業時刻について 

（ア）請求人及びＤの申述によると、平成○年○月○日までは、午後○時頃ま

で就労することが多かったとのことから、午後○時。（ただし、午後○時

前に警備会社の警報装置がセットされている場合は、当該時刻。） 

（イ）請求人は、平成○年○月以降は、帰宅は早くて午後○時○分であったと

述べていることから、午後○時まで就労していたものとみて、午後○時。

（ただし、午後○時前に警備会社の警報装置がセットされている場合は、

当該時刻。） 

（ウ）Ｄの申述によると、平成○年○月○日は、従業員全員で会議を行ってい

たため警備会社の警報装置のセットが翌日の午前○時○分になったとのこ

とであり、当該時刻。 

ウ 平成○年○月○日については、手書き記入の出勤簿に被災者が同僚のＦと

ともにＥでの作業後に夜勤も行った旨の記載があることから、午前○時○分

に始業し、警備会社の警報装置がセットされた時刻である翌日の午前○時○

分に終業したとする。 

エ 平成○年○月○日については、被災者による警備会社の警報装置の解除時

刻が午前○時○分のため、当該時刻を始業時刻とし、出勤簿のとおり、午前

○時に終業したとする。 

オ 本件算定期間における休日については、被災者の手帳の記載のとおりとし、

休日出勤の平平成○年○月○日、同年○月○日及び同年○月○日の３日につ

いては、上記ア及びイの方法により、始業及び終業時刻を推計する。 

カ 休憩時間については、Ｄの申述を基に、午後○時から１時間、午前○時か

ら３０分間、午後○時から３０分間の合計２時間とする。 

（３）以上の推計について、当審査会において精査するも、始業時刻及び終業時刻

ともに、監督署長は被災者に有利になるよう最大限となる時間を見積もって推

計していると認められるものであり、同推計は妥当なものであると判断する。 

（４）なお、請求人は２時間の休憩時間があったとすることについて疑問を呈する

が、被災者はタバコを自宅では吸わずに、始業から終業までの間に１日１箱く

らい吸っていたとのことであり、業務の特殊性に鑑みると、取得しうる休憩時
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間には多少の変動があったものと考えられるも、上記の推計はおおむね妥当で

あると判断する。 

（５）よって、葬祭料に係る給付基礎日額及び年齢階層別の最高限度額とする遺族

補償年金に係る年金給付基礎日額のいずれについても、妥当なものであると判

断する。 

３ 結  論 

以上のとおり、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、

請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 


